
 

別紙１  

 

主 な 改 正 事 項 

 

改正後条項号 改正前条項号 改 正 事 項 の 概 要 

   

第７編の２   

28 及び 28 の２

（共通関係） 

（新設） 第 28 条及び第 28 条の２に共通する事項について、所要の整備を行った。 

 

28 の２-１-４ （新設） 構造特区法の改正により、「単式蒸留焼酎」及び「原料用アルコール」の製造

について新たに規定が設けられたことに伴い所要の整備を行った。 

 

第７編の３   

14 の２及び 37

の２（共通関係）

２(3)及び(5) 

（新設）  

認定を受けた国際戦略総合特区計画に係る酒税法の特例措置について

は、構造特区法に規定する酒税法の特例措置がみなし適用されることか

ら、構造特区法の改正に伴い所要の整備を行った。 

 

 

14 の２-２(4) 14 の２-２(3) 

14 の２-２(6) 14 の２-２(4) 

第７編の４   

10-２-１(3)及

び(5) 

 

（新設）  

認定を受けた国家戦略特区計画に係る酒税法の特例措置については、構

造特区法に規定する酒税法の特例措置がみなし適用されることから、構造

特区法の改正に伴い所要の整備を行った。 

 

 

10-２-１(4) 10-２-１(3) 

10-２-１(6) 10-２-１(4) 

 


